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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第61期
第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 5,238,590 5,092,658 7,545,600

経常利益 (千円) 567,190 377,754 865,974

四半期(当期)純利益 (千円) 338,791 206,156 431,392

四半期包括利益
又は包括利益

(千円) 307,124 216,636 536,667

純資産額 (千円) 7,697,363 7,969,650 7,917,397

総資産額 (千円) 9,552,745 9,754,428 10,140,292

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 38.96 23.90 49.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.1 81.2 77.6

 

回次
第61期
第３四半期
連結会計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 12.00 7.56

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

　  ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　  ３　第61期第３四半期連結累計期間、第62期第３四半期連結累計期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興需要などにより緩やかに回復に向

けた動きがみられたものの、欧州債務危機や新興国の経済成長鈍化、為替レートの動向等により景気の先行き

が不透明な状況で推移いたしました。

一方、当社グループが属する電子計測器、電源機器等の業界においては、下振れリスクの中、比較的堅調な環

境・エネルギー関連市場に積極的なソリューション営業活動及び研究開発活動を行うと共に、原価低減と経

費節減にも努力を重ねてまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は50億９千２百万円(前年同四半期比2.8％減)、営業利益

は３億４千９百万円(前年同四半期比39.2％減)、経常利益は３億７千７百万円(前年同四半期比33.4％減)、四

半期純利益は２億６百万円(前年同四半期比39.1％減)となりました。

 

当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行っているものであり、セグメ

ントは単一であります。したがいまして、セグメントごとに業績は開示しておりません。

なお、当社グループにおける製品群別事業概況は、次のとおりであります。

 

《電子計測器群》

電子計測器分野においては、長引く円高や世界経済の先行き不透明感により製造業全般の設備投資が抑制

傾向で推移し、耐電圧試験器や特注製品の売上が減少しました。

以上の結果、売上高は10億１百万円(前年同四半期比27.1％減)となりました。

 

《電源機器群》

電源機器分野においては、企業の設備投資が抑制傾向にあるなか、研究開発投資に動きのみられたＥＶ(電

気自動車)や環境・エネルギー関連市場向けの直流電源、交流電源及びバッテリーテスタの販売活動に注力い

たしました。

以上の結果、売上高は38億６千３百万円(前年同四半期比6.6％増)となりました。

 

《サービス・部品等》

サービス・部品等につきましては、特記すべき事項はありません。

当該サービス・部品等の売上高は、２億２千７百万円(前年同四半期比5.6％減)となりました。
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また、上記に含まれる海外市場の事業概況は以下のとおりであります。

 

《海外市場》

海外市場では、注力市場の環境・エネルギー市場向けの交流電源が比較的堅調に推移しておりましたが、長

引く円高や中国における景気減速の影響を受け売上が減少しました。

以上の結果、海外売上高は13億９千３百万円(前年同四半期比1.4％減)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の総資産は、たな卸資産が増加したものの、受取手形及び売掛金並びに有形固

定資産の減少等により、前連結会計年度末に比べ３億８千５百万円減少し、97億５千４百万円となりました。

負債は、未払法人税等及び賞与引当金の減少等により前連結会計年度末に比べ４億３千８百万円減少し、

17億８千４百万円となりました。

純資産は、剰余金の配当及び自己株式の取得等により減少したものの、四半期純利益の計上等により前連

結会計年度末に比べ５千２百万円増加し、79億６千９百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　　　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　　①　基本方針の内容

　　　　当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模買付

提案等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではな

く、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的に株主全体の意思に基づいて行わ

れるべきものと考えます。

　　　　しかしながら、昨今、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対象となる会社の

経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模買付提案等を強行するといった動きが顕在化しておりま

す。

　　　　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値、当社を支え

るステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的

に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値ひいては株主共

同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であると考えます。

　②　不適切な支配の防止のための取り組み

　　　　当社は、大規模買付提案の買付行為がなされた場合について、その大規模買付者が中長期的な経営意図や計

画もなく一時的な収益の向上を狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、買収

等の提案理由、買付方法等が不当・不明確であるなどの事情があるときは、企業価値を毀損し、株主共同

の利益に資するとはいえないと考えます。

　　　　また、大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねるべきものであります

が、株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要があると考えます。

　　　　そこで、大規模買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの株券等保有割合を20％以上となるよ

うな当社株式の買付を行う者に対して、(ａ)買付行為の前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をす

ること、(ｂ)その後、独立委員会がその買付行為を検討、評価・交渉・意見及び代替案立案のための期間

を設けることをルールとして策定いたしました。このルールが遵守されない場合やその買付行為が企業

価値又は株主共同の利益に対する侵害・毀損をもたらすおそれのある買付と認められる場合に、当社は

これに対する買収防衛策を導入すべきものと考えます。

　　　　このような観点から、当社は、平成22年４月28日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利

益を向上させるため、基本方針に照らし不適切な買付行為の防止の取り組みとして、当社株式の大量買付

行為に関する対応策(買収防衛策)の継続を決議し、平成22年６月29日開催の当社第59回定時株主総会に

おいて承認を得ております。

　　③　上記②の取り組みについての取締役会の判断

　　　　当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共

同の利益を損なうものではないと考えます。

　　　　また、取締役の恣意的な判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策が発動されることが定められており、当社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。
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(4) 研究開発活動

　　　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は６億８千５百万円であります。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

　　　当社グループの主要な営業品目である電子計測器製品及び電源機器製品の需要は、当社グループが製品を販売

している国または地域における経済情勢や設備投資動向の影響を受けます。

　　　国または地域における経済情勢といたしましては、新興国の成長が世界経済をけん引する形で緩やかな回復を

続けているものの、欧米経済の減速や中国の景気減速等により、景気の先行きにはいまだ不透明感があり、設

備投資動向といたしましてもこれらの要因により抑制の動きが懸念されます。

 

(6) 経営戦略の現状と見通し

　　　当社グループといたしましては、グローバル化と多様化する顧客ニーズへの対応力の強化のため、新製品の開

発、ソリューション営業活動の推進、さらに納期短縮と原価低減に努めてまいります。

　　　具体的には、デジタル機器、先進電子部品、自動車電装及び環境・エネルギー市場において拡販、浸透を図るた

め、直接、お客様の研究開発現場、製造現場、品質保証現場等からの生の声に耳を傾けることで顧客ニーズを把

握し、様々な要求に対するソリューションを提供できるよう、一層努力してまいります。

　　　海外事業活動においては、お客様の世界的な生産体制の構築が加速するなか、海外代理店への製品教育とサー

ビス研修を強化し、お客様の期待に応えられるようグループ一丸となった展開を推進してまいります。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　　　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案し実行するよう

努めております。しかしながら、技術の進歩は目覚しく、それに伴い顧客ニーズも目まぐるしく変化いたしま

す。当社グループといたしましては、このような技術進歩と顧客ニーズへの対応がむしろビジネスを大きくす

る好機でもあると捉え、業績を伸長しかつ当社グループ全体の企業価値を高めるべく、新製品の開発、新規事

業の拡大、積極的な海外展開を経営の最重点課題として取り組んでいく所存でございます。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,900,000 9,900,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 ― 9,900,000 ― 2,201,250 ― 2,736,250

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

普通株式　　1,285,900
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　8,612,900 86,129 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,200 ― ―

発行済株式総数 9,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 86,129 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水電子工業株式会社

神奈川県横浜市都筑区
東山田１―１―３

1,285,900 ― 1,285,90012.99

計 ― 1,285,900 ― 1,285,90012.99

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,991,013 2,032,092

受取手形及び売掛金 ※1
 2,102,924

※1
 1,683,875

有価証券 100,198 110,251

商品及び製品 498,245 556,132

仕掛品 335,444 391,570

原材料及び貯蔵品 525,093 524,376

その他 258,513 293,827

貸倒引当金 △649 △683

流動資産合計 5,810,784 5,591,442

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 709,078 671,660

土地 1,507,388 1,454,495

その他（純額） 413,465 346,485

有形固定資産合計 2,629,931 2,472,641

無形固定資産 49,105 41,632

投資その他の資産

投資有価証券 1,054,523 1,016,403

その他 597,962 634,324

貸倒引当金 △2,015 △2,015

投資その他の資産合計 1,650,470 1,648,712

固定資産合計 4,329,507 4,162,986

資産合計 10,140,292 9,754,428

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 500,192 535,392

未払法人税等 206,283 114,300

賞与引当金 233,884 97,462

役員賞与引当金 45,000 22,500

製品保証引当金 12,295 10,363

その他 ※1
 524,040 301,566

流動負債合計 1,521,696 1,081,585

固定負債

退職給付引当金 118,253 124,429

役員退職慰労引当金 8,169 8,469

その他 574,775 570,294

固定負債合計 701,198 703,193

負債合計 2,222,894 1,784,778
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,201,250 2,201,250

資本剰余金 2,737,648 2,737,648

利益剰余金 3,336,357 3,401,367

自己株式 △547,473 △570,710

株主資本合計 7,727,782 7,769,554

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 186,571 169,260

為替換算調整勘定 △41,130 △14,454

その他の包括利益累計額合計 145,441 154,805

少数株主持分 44,174 45,290

純資産合計 7,917,397 7,969,650

負債純資産合計 10,140,292 9,754,428
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年12月31日)

売上高 5,238,590 5,092,658

売上原価 2,577,904 2,481,457

売上総利益 2,660,686 2,611,200

販売費及び一般管理費 2,084,841 2,261,331

営業利益 575,844 349,869

営業外収益

受取利息 1,399 1,635

受取配当金 24,857 34,358

有価証券売却益 － 322

その他 6,993 7,392

営業外収益合計 33,250 43,708

営業外費用

支払利息 3,150 2,686

売上割引 9,707 10,622

有価証券売却損 8,542 －

為替差損 16,369 －

その他 4,133 2,514

営業外費用合計 41,904 15,823

経常利益 567,190 377,754

特別損失

固定資産売却損 － 5,549

固定資産除却損 6,230 1,974

減損損失 17,517 －

投資有価証券評価損 63,533 38,978

特別損失合計 87,281 46,502

税金等調整前四半期純利益 479,908 331,251

法人税等 140,403 123,979

少数株主損益調整前四半期純利益 339,505 207,272

少数株主利益 713 1,116

四半期純利益 338,791 206,156
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 339,505 207,272

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △26,433 △17,311

為替換算調整勘定 △5,948 26,675

その他の包括利益合計 △32,381 9,364

四半期包括利益 307,124 216,636

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 306,410 215,520

少数株主に係る四半期包括利益 713 1,116
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【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。

 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

連結財務諸表の作成に当たり、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である菊水貿易(上海)有限公司につい

ては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間で生じた重要な取引について連結上必要な調整を行ってお

りましたが、より適切な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用する方法に変更しております。

なお、当該連結子会社の平成24年１月１日から同年３月31日までの３か月間の損益は、利益剰余金に計上してお

ります。
　

 

【会計方針の変更等】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　税金費用の計算

　　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
　

 

【注記事項】

 (四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手
形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
 前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 16,479千円 11,251千円

支払手形 472千円 ―千円

流動負債その他

(設備等支払手形)
1,017千円 ―千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。
 

 前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

減価償却費 143,724千円 193,216千円

 

(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

 

１　配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 174,258 20平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

 

１　配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 172,847 20平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　　　　　当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

 

　　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　　　　　当社グループは、電子計測器、電源機器等の各種電子応用機器の製造、販売を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 38円96銭 23円90銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 338,791 206,156

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 338,791 206,156

普通株式の期中平均株式数(株) 8,694,865 8,625,480

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成25年２月６日

菊水電子工業株式会社

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　薄　　井　　　　　誠　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菊水電子工
業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成24年10
月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に
係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び
注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菊水電子工業株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日
現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ
る事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 (注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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